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【表紙】

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 九州財務局長 

【提出日】 平成23年８月11日 

【四半期会計期間】 第59期第１四半期（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

【会社名】 西日本システム建設株式会社 

【英訳名】 Nishinippon System Installations 

and Construction Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  柏尾 敬秀 

【本店の所在の場所】 熊本市九品寺３丁目15番７号 

【電話番号】 096（372）1111（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長  亀澤 知昭 

【最寄りの連絡場所】 熊本市九品寺３丁目15番７号 

【電話番号】 096（372）1111（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長  亀澤 知昭 

【縦覧に供する場所】 西日本システム建設株式会社福岡支社 

（福岡市早良区次郎丸６丁目11番46号） 

西日本システム建設株式会社東京支社 

（東京都中央区銀座１丁目14番９号 銀座スワロービル６Ｆ） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号） 

証券会員制法人福岡証券取引所 

（福岡市中央区天神２丁目14番２号 福岡証券ビル３Ｆ） 
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（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第58期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

４ 第59期第１四半期連結累計期間の「１株当たり四半期純損失」の算定上の基礎となる自己株式数には、資産管

理サービス信託銀行株式会社（信託口）が所有する当社株式を含めております。 

５ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第58期第１四半期連結累計期間及び第58期は潜

在株式が存在しないため、第59期第１四半期連結累計期間については１株当たり四半期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第58期 

第１四半期 
連結累計期間 

第59期 
第１四半期 

連結累計期間 
第58期 

会計期間 
自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日 

自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日 

自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 

売上高（百万円）  5,023  4,466  27,779

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 48  △154  770

四半期（当期）純利益又は四半期 

純損失（△）（百万円） 
 14  △100  353

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 △49  △119  299

純資産額（百万円）  8,037  8,147  8,385

総資産額（百万円）  16,376  16,840  19,119

１株当たり四半期（当期）純利益又

は１株当たり四半期純損失（△）

（円） 

 1.18  △8.36  29.31

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  49.1  48.4  43.9

２【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

（1）業績の状況 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災による企業活動等

への影響が懸念される等、景気の先行きは不透明な状況で推移いたしました。 

このような状況のもと、当社グループにおける当第１四半期連結累計期間の連結経営成績につきましては、通信

関連工事の減少及び景気低迷による民需工事の減少等により、受注高は114億２百万円（前年同期比95.9％）、売

上高は44億６千６百万円（前年同期比88.9％）となりました。 

また、利益につきましては、売上高の減少が影響し、経常損失は１億５千４百万円（前年同期は経常利益４千８

百万円）、四半期純損失は１億円（前年同期は四半期純利益１千４百万円）となりました。 

  

セグメントの業績につきましては、以下のとおりであります。 

（情報電気通信事業） 

情報電気通信事業につきましては、当第１四半期連結累計期間の売上高は32億２千６百万円（前年同期比

84.3％）となりました。また、営業利益は３千３百万円（前年同期比14.2％）となりました。 

  

（総合設備事業） 

総合設備事業につきましては、当第１四半期連結累計期間の売上高は４億７千１百万円（前年同期比101.7％）

となりました。また、営業損失は１千３百万円（前年同期比54.6％）となりました。 

  

（その他） 

その他につきましては、当第１四半期連結累計期間の売上高は７億６千８百万円（前年同期比104.9％）となり

ました。また、営業利益は３百万円（前年同期は営業損失４百万円）となりました。 

  

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（3）研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２百万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  48,400,000

計  48,400,000

種類 
第１四半期会計期間末現在発行数（株）

（平成23年６月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成23年８月11日） 

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名 

内容 

普通株式  13,100,000  13,100,000

大阪証券取引所 

（市場第二部） 

福岡証券取引所 

単元株式数1,000株

計  13,100,000  13,100,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式
総数残高 

（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
（百万円） 

平成23年４月１日～ 

平成23年６月30日 
 －  13,100,000  －  801  －  560

（６）【大株主の状況】
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当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】 

（注）１ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式935株が含まれております。 

２ 当第１四半期会計期間末日現在の自己保有株式数は47,435株となっております。また、この他に平成23年６月

30日現在の四半期連結財務諸表に自己株式として認識している資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）

（以下、「信託口」）所有の当社株式が、988,000株あります。これは当社と信託口が一体であるとする会計

処理に基づき、信託口が所有する当社株式を含めて自己株式として処理しているためです。 

  

②【自己株式等】 

（注） 当第１四半期会計期間末日現在の自己保有株式数は47,435株となっております。また、この他に平成23年６月30

日現在の四半期連結財務諸表に自己株式として認識している信託口所有の当社株式が、988,000株あります。こ

れは当社と信託口が一体であるとする会計処理に基づき、信託口が所有する当社株式を含めて自己株式として処

理しているためです。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

 1,046,000
－ 単元株式数1,000株 

（相互保有株式） 

普通株式 

 13,000

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 11,967,000
 11,967 同上 

単元未満株式 
普通株式 

 74,000
－ １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数  13,100,000 － － 

総株主の議決権 －  11,967 － 

  平成23年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

 所有株式数の 
 合計（株） 

 発行済株式総数に 
 対する所有株式数 
 の割合（％） 

（自己保有株式）        

西日本システム 

建設株式会社 

熊本市九品寺 

３－15－７ 
 1,046,000  －  1,046,000  7.98

（相互保有株式）        

九州電機工業株式

会社 

熊本市大窪 

２－８－22 
 8,000  －  8,000  0.06

（相互保有株式）        

九州通信産業株式

会社 

熊本市四方寄町 

1291 
 5,000  －  5,000  0.03

計 －  1,059,000  －  1,059,000  8.08
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該当事項はありません。 

  

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から

平成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,570 2,958

受取手形・完成工事未収入金等 8,455 3,743

商品 184 181

未成工事支出金 859 1,803

材料貯蔵品 124 178

その他 785 858

貸倒引当金 △4 △5

流動資産合計 11,975 9,719

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 1,122 1,107

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 59 58

土地 1,819 1,819

その他（純額） 11 32

有形固定資産合計 3,012 3,018

無形固定資産 145 133

投資その他の資産   

投資有価証券 2,970 2,953

その他 1,023 1,025

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 3,985 3,969

固定資産合計 7,143 7,120

資産合計 19,119 16,840

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 4,553 2,492

短期借入金 2,870 2,414

未払法人税等 118 25

賞与引当金 340 74

完成工事補償引当金 4 4

工事損失引当金 12 63

その他 614 1,275

流動負債合計 8,514 6,349

固定負債   

長期借入金 3 196

退職給付引当金 1,637 1,610

役員退職慰労引当金 190 153

その他 387 383

固定負債合計 2,219 2,343

負債合計 10,734 8,693
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 801 801

資本剰余金 560 562

利益剰余金 7,248 7,027

自己株式 △260 △259

株主資本合計 8,349 8,131

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 35 16

その他の包括利益累計額合計 35 16

純資産合計 8,385 8,147

負債純資産合計 19,119 16,840
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

売上高 5,023 4,466

売上原価 4,597 4,238

売上総利益 425 228

販売費及び一般管理費 472 473

営業損失（△） △46 △245

営業外収益   

受取利息 1 1

受取配当金 23 22

持分法による投資利益 21 22

受取賃貸料 21 20

その他 36 31

営業外収益合計 104 98

営業外費用   

支払利息 4 3

その他 4 3

営業外費用合計 8 7

経常利益又は経常損失（△） 48 △154

特別損失   

固定資産除却損 1 －

特別退職金 14 －

特別損失合計 15 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

33 △154

法人税等 18 △53

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

14 △100

四半期純利益又は四半期純損失（△） 14 △100
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

14 △100

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △63 △18

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 △0

その他の包括利益合計 △63 △18

四半期包括利益 △49 △119

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △49 △119

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年６月30日） 

税金費用の計算 税金費用につきましては、当第１四半期連結会計期間を含む連結会

計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積もり、税引前四半期純利益に当該実効税率を乗じて計

算しております。 

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年６月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（従業員持株ESOP信託） 

当社は、平成23年５月30日開催の取締役会において、当社の従業員持株会である西日本システム建設従業員持株会

（以下、「本持株会」といいます。）に対して当社株式を安定的に供給すること及び信託財産の管理により得た収益を

従業員へ分配することを通じて、従業員の福利厚生を図り、従業員の株価への意識や労働意欲を向上させるなど、当社

の企業価値の向上を図ることを目的として、「従業員持株会型インセンティブ・プラン（ESOP）」（以下、「本制度」

といいます。）の導入を決議いたしました。 

本制度では、本持株会へ当社株式を譲渡していく目的で設立する「資産管理サービス信託銀行株式会社（信託口）」

（以下、「信託口」といいます。）が、今後４年間にわたり本持株会が取得する規模の株式を予め一括して取得し、本

持株会へ売却を行います。 

  

当社株式の取得及び処分については、当行が信託口の債務を保証しており、当社と信託口は一体であるとする会計処

理をしております。従って、信託口が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに損益については四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書に含めて計上しております。 

なお、前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間の末日現在の自己株式数は次のとおりであります。

  

  
前第１四半期 
連結会計期間 

当第１四半期 
連結会計期間 

自己株式数 株 1,048,938 株 1,041,840

うち当社グループ所有自己株式数 株 1,048,938 株 53,840

うち信託口所有当社株式数 株 － 株 988,000
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当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

配当金支払額 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

配当金支払額 

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年６月30日） 

減価償却費 百万円46 減価償却費 百万円39

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  120  10 平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  120  10 平成23年３月31日 平成23年６月24日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注） 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、通信機器・携帯電話・太陽光

発電システム等の商品販売事業等を含んでおります。 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項） 

（注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
情報電気通信事業 総合設備事業 合計 

売上高   

外部顧客への売上高  3,826  463  4,290  732  5,023

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

 －  －  －  86  86

計  3,826  463  4,290  819  5,109

セグメント利益又は損失（△）  232  △24  207  △4  203

  （単位：百万円）

利益 金額 

報告セグメント計  207

「その他」の区分の損失（△）  △4

全社費用（注）  △253

セグメント間取引消去  3

四半期連結損益計算書の営業損失（△）  △46
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注） 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、通信機器・携帯電話・太陽光

発電システム等の商品販売事業等を含んでおります。 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項） 

（注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
情報電気通信事業 総合設備事業 合計 

売上高   

外部顧客への売上高  3,226  471  3,698  768  4,466

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

 －  －  －  114  114

計  3,226  471  3,698  882  4,580

セグメント利益又は損失（△）  33  △13  19  3  22

  （単位：百万円）

利益 金額 

報告セグメント計  19

「その他」の区分の利益  3

全社費用（注）  △268

セグメント間取引消去  0

四半期連結損益計算書の営業損失（△）  △245

（企業結合等関係）
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１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）１ 当第１四半期連結累計期間の「１株当たり四半期純損失」の算定上の基礎となる自己株式数には、資産管理サ

ービス信託銀行株式会社（信託口）（以下、「信託口」）が所有する当社株式を含めております。これは当社

と信託口が一体であるとする会計処理に基づき、信託口が所有する当社株式を含めて自己株式として処理して

いるためです。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、前第１四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないた

め、当第１四半期連結累計期間については１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年６月30日） 

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期 

純損失（△） 
1円18銭 円 銭 △8 36

（算定上の基礎）     

四半期純利益又は四半期純損失（△） 

（百万円） 
 14  △100

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 
14  △100

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,051  12,049

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

    平成23年８月９日 

西日本システム建設株式会社   

  取締役会 御中     

  有限責任監査法人トーマツ  

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 本野 正紀   印 

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 増村 正之   印 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西日本システム

建設株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１

日から平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西日本システム建設株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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当社代表取締役柏尾敬秀は、当社の第59期第１四半期（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】


